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午後６時００分　開会

○松矢部会長　定刻になりましたので、東京都障害者施策推進協議会の第１回専門部会を開催いたします。
　委員の皆様にはお忙しいところ、ご出席をくださいましてありがとうございます。

　まず初めに、事務局から資料確認等をお願いします。

○古谷課長　本日はお忙しい中、委員の皆様にご出席いただきまして、まことにありがとうございます。
　本日は北澤委員からご欠席の連絡を受けております。また、笹生委員が少しおくれられているという状況でございます。

　協議会委員から笹川委員、八ツ橋委員、山田委員が傍聴にいらしております。

　続きまして、配付資料の確認をさせていただきます。

　式次第をおめくりいただきまして、資料１といたしまして、東京都障害者施策推進協議会専門委員名簿をおつけしております。資料２といたしまして、同協議会の書記名簿をつけております。資料３といたしまして、第五期のこの推進協議会の開催日程（案）をつけさせていただいております。それから、資料４といたしまして、ここからがきょうご審議いただく内容になっておりますが、地域におけるサービス提供の状況ということで28ページの資料をおつけしております。それから、資料５といたしまして、その28ページおめくりいただいたあと、後ろから数えたほうが早いんですけれども、後ろのほうに障害者自立支援法の見直しに向けた緊急要望をつけております。それから、１枚おめくりいただきまして、資料６といたしまして、障害者自立支援法の抜本的見直しということで、与党の障害者自立支援に関するプロジェクトチームの報告書をおつけしております。

　以上７点ご用意しておりますが、本日はその本専門部会は資料、議事録とも原則公開とさせていただきますが、資料４のうち、区市町村ごとにデータが掲載されている部分につきましては、区市町村からの情報収集の際、公開ということを前提にしておりませんので、この専門部会限りとさせていただきたく、取扱いにはご注意をお願いしたいというふうに思います。

　それから、そのほか本日は橋本委員から資料ということで１枚ご提出をいただいております。

　また、岩城委員から「会のごあんない」とティッシュペーパーがつけられておりますが、ここでちょっとそのことについて一言、岩城さんのほうからいただきたいと思います。

○岩城委員　こんばんは。座ったまま失礼いたします。重症心身障害児（者）を守る会の岩城でございます。

　このたび私どもは東京都支部といたしまして、このようなしおりをつくらせていただきました。守る会といいますと、知的にも肢体的にも重い障害をあわせもった子どもたちです。全国重症心身障害児（者）の守る会の下部組織でございます。47都道府県に支部としてありまして、東京都の守る会独自のしおりを作りました。本会の存在を紹介したく、あわせて各区行政の窓口、それから乳児院ですとか児相ですとか、そういう関係機関の窓口にも置いていただいて、障害の重いお子さんがお生まれになったり育つ過程でいろいろ困難が生じたときにご一緒に考えていきたいと思いまして、つくらせていただきました。
　それからもう一点、先日ちょっとお話いたしましたが、今重症児施設で看護師さんが大変不足しております。それで、私たち親も一致協力、施設と一緒になって、家庭に入っていらしてかつては働いていらした資格のある看護師さんたちをもう一度私たちのところに力を貸していただきたいという、このようなティッシュペーパーに看護師さん募集をうたって頑張っております。どうぞ周囲に関係の方等がおいでになりましたら、ご紹介いただけたら幸いです。

　ありがとうございました。

○古谷課長　資料のほうは以上でございますが、お手元にない方、いらっしゃいますでしょうか。
　そうしましたら、事務局からは以上でございます。

○松矢部会長　ありがとうございます。

　それでは、議事に入ります。
　まず初めに、副部会長の指名でございます。
　東京都障害者施策推進協議会専門部会設置要綱では、部会長に事故があるときは部会長が専門部会委員のうちからあらかじめ指名する副部会長がその職務を行うと規定されております。この規定に基づいて、私から副部会長を指名させていただきます。副部会長には小川浩委員にお願いしたいと思います。

　それでは、小川委員には副部会長席にお移りいただいて、ごあいさつをお願いいたします。

○小川副部会長　ただいまご指名をいただきました大妻女子大学の小川でございます。よろしくお願いいたします。
　この会は障害福祉計画の検討ということで、きょうもたくさんの数字の資料がございますけれども、やはりこの数字の背景にある現場の実情と乖離のない計画の検討を進めていければなというふうに願っております。微力ではございますが、松矢部会長を補佐していきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

○松矢部会長　ありがとうございます。それでは、よろしくお願いいたします。
　続きまして、本専門委員会の議事日程について事務局から説明をお願いいたします。

○古谷課長　資料３を開いていただけますでしょうか。

　資料３のほうに当協議会の開催日程（案）をお示ししてございます。前回の総会でも申し上げましたが、専門部会でいろいろご審議いただきますが、月一回のペースで予定をさせていただいております。第１回の専門部会を本日でございますが、地域におけるサービス提供体制の整備についてということで、次回からは各個別テーマで、第２回の専門部会は地域生活移行の取組状況と入所施設のあり方について、５月の第３回専門部会につきましては、障害者の就労支援策の取組状況についてと、ここまで柱となるような事柄についてご議論いただきまして、ここで起草委員会を設置させていただきまして、６月中に起草委員会で集中的にご審議いただきまして、７月には提言の起草案の検討を当部会でしていただくというようなご予定にさせていただいております。８月は拡大専門部会を開かせていただきまして、提案素案をご検討いただいた結果、総会に諮り、提言の決定というふうに進めてまいりたいというふうに思っております。

　それと、第２期の東京都の障害福祉計画の策定作業はこの間にしておりまして、引き続き下半期でさせていただきますので、３月に第６回の専門部会を開きまして、計画案に関するご審議をいただいた上で第３回の総会でさらに計画案に関する審議をいただくというような予定になっております。

　以上でございます。

○松矢部会長　ありがとうございました。

　ただいまご説明いただきました事項についてご質問等がございましたら、ご発言をお願いします。
　中西委員、どうぞ。

○中西委員　この専門部会ごとの意見聴取という形で今例えば第１回で地域におけるサービス提供体制整備という問題をやらせて、次は入所施設のあり方というふうに行くわけですけれども、きょうはデータが出て、これに対してサービス提供体制整備という議論をここでしてしまうと、移行の中で細かい話をする時間というのはほかに設定されるんでしょうかね。心配しているのは、ここに集まっている皆さんの中だけだと地域のサービス提供体制といっても、一部の議論しかできないように思うので、もうちょっと大勢の人の現場の声を集めて、今ほとんど現場では悲鳴が上がっているわけですけれども、人がいない、お金がない、そのような状況をどう打開するかというのはとても大切な問題なので、これを１回だけで終わってしまうのかどうか、そのあたりを心配しています。できれば前回申し上げたけれども、やはりワーキンググループみたいなのがあって、そこで身体・精神というように部会を分かれて議論して、そこから持ち上げてこられるようなやり方か、そういう１カ月の間に何かしらの手立てを経て、もうちょっと意見の集約ができるような形がとれないものかと思いますけれども、それだけです。

○松矢部会長　いかがでしょうか。事務局のほうのこの審議の体制にかかわることなんですが、いかがでしょうか。
○古谷課長　ご審議については、テーマはそれぞれ専門部会で設けさせていただきますが、その議論の状況に応じては次回の頭でまたそのことをご議論いただいたり、また今回のサービス提供の状況についても、そのあとのものとかかわってくるものもございますので、またそのときにご議論いただいたりとか、多少これは柱と思っておりますけれども、その辺は柔軟にやらせていただきたいというふうに思っております。
　日程的なもの、部会の開催の回数等につきましては、この議論の状況等を見ながらまたご相談させていただけたらというふうに思っております。

○松矢部会長　よろしいでしょうか。それでは、よろしくお願いいたします。

　ほかにどうでしょうか。

　市橋委員、どうぞ。

○市橋委員　中西さんの心配はもっともで、前期の１回、２回、３回の議会というのは要するに現状をどう把握するかが勝負ではないかと思うんです。それと、きょう例えば地域サービスの現状を数字で言われてもその数字だけでいいのか、本当に現状とどうかみ合っていくのか、ここら辺をよく考えていかないといけないので、何となく説明をやって、その説明についてこちらが意見を言って終わりということじゃないようにしたいと思います。それが一つです。
　２つ目、後期に計画案、第二期福祉計画をこれは都側がやって、それに対する案を来年の３月ごろ示されると。これを１回で数えるのかというところが必要であること。やはりこれは障害者団体が多く意見を言いたいということからいえば、この推進協議会と一緒に障害者団体の連絡協議会があります。それと意見のかみ合わせも十分に考えてやっていただかないといけないし、後期はまた後期で意見を言いますけれども、つくっちゃった後、一回意見を言ってくれだけじゃないようにしたいと思います。

○松矢部会長　ありがとうございます。これについてもいかがでしょうか。
○古谷課長　提言を受けて、それから計画策定をさせていただきますけれども、計画策定に当たっては、各方面からこの当委員会でまたご議論もいただきますけれども、ご意見も承りますので、その辺も少し計画策定の状況を見ながらまたご相談させていただきたいというふうに思います。
○松矢部会長　よろしいでしょうか。

　この専門部会の運営というのはやはり現場の状況や意見をなるべくより多く吸収していかなければいけませんので、それぞれの専門部会のときに詳しいデータが必要であれば、そのときにまた時々に事務局のほうに要請しながら、いろんな団体のご意見とか状況等についての資料を出していただくような形で進めていきたいと私も思っております。なるべく詳しい情報を得て進みたいと思いますので、ひとつご協力をお願いいたします。ありがとうございました。

　ほかにこの進め方につきましてご質問とかご意見ございますか。よろしいでしょうか。

　それでは、本日の審議事項である地域におけるサービス提供体制の整備についてに移ります。

　まず、配付資料について事務局から説明をお願いいたします。

○古谷課長　それでは、資料のご説明をさせていただきます。
　１枚おめくりいただいて、資料４のほうをごらんいただけますでしょうか。

　資料４につきましては、３項目立てになっておりまして、まず障害福祉計画の達成状況が１ページから、それから、サービス基盤の状況が８ページから、各サービスの運営状況が19ページからございます。資料に沿ってご説明をさせていただきたいと思います。

　まず、１ページでございますが、東京都障害福祉計画のサービス見込量の達成状況、18年度分でございます。これについては、障害福祉サービスの見込量と実績ということになっております。それとあわせて、障害福祉サービスの指定状況ということになっております。これについては、各区市町村の障害福祉計画の見込量に対する18年度実績、19年の３月利用分を積み上げたものということになっております。この１ページを見ていただけると、訪問系サービス、短期入所、グループホーム、ケアホームは順調に推移しているということがわかります。ただ、日中活動系サービスはなかなか新体系に進んでいないということと、あと施設入所支援ということが全体の６割以下というような形になっておりますので、こちらも新体系に移行が進んでいないということが挙げられます。また新体系移行についてはあとのページでご説明いたしますけれども、20年度、来年度に３年目の抜本的見直しが行われるということになっておりますので、様子見の状態というようなことになっているというふうに思われます。

　あともう一つ一番大きなのが相談支援というのが２％ということで、ほとんど利用が進んでいないということがあります。本年の１月に国通知によって対象状況、支給対象者が明確になったというところでございまして、その通知の中では入所、入院からの地域生活の移行の場合とか、進学・卒業時の生活環境の変化とか、住環境の変化、家族から独立するなどの場合、支給対象となるような、ようやくそういう支給対象ということが国から通知が出たような状況でございまして、これから相談支援事業については都としても考えていきたいというふうに思っております。そういうことも含めて、障害者のケアマネジメントのあり方ということについてもご意見をいただければというふうに思っております。

　２ページからでございますが、こちらのほうは今の１ページ目の区市町村別の内訳になっております。冒頭でも申し上げましたとおり、区市町村からは公表を前提にこの資料をいただいておりません。ただ、各区の状況ということがわからないとここの部会での議論も進まないと思いまして、つけさせていただいておりますので、取扱いに注意していただきたいというふうに思います。

　そちらのほうが６ページまで続いております。

　７ページをごらんいただきたいんですけれども、７ページは区市町村の地域生活支援事業の実施状況となっております。この表の中では自立支援協議会については、12月１日現在で14自治体が設置済という形になっております。その時点の調査では19年度末までにさらに20の自治体が設置する予定になっておりますので、全部で34、19年度末には設置されるということになります。東京都の自立支援協議会も昨年11月に立ち上げてまいりましたので、その東京都の自立支援協議会でも各区市町村の自立支援協議会の立ち上げ、また活性化に向けて支援をしていきたいというふうに思っております。

　また、コミュニケーション支援事業、移動支援事業、地域活動支援センター事業については、島しょ部分については実施されておりませんが、それを除くほとんどの自治体で実施がされているということが見てとれるというふうに思います。

　続きまして、８ページでございますが、ここからはサービス基盤の状況についての資料でございます。

　８ページのグラフは障害福祉計画が策定される前、地域生活移行就労支援３カ年プランというのを東京都が16、17、18の３カ年でやっておりましたが、その３カ年プラン対象の地域生活基盤の整備状況でございます。19年度までは実績、20年度以降は障害福祉計画の見込み量または３カ年プランの目標数というような形になっております。各サービス基盤とも順調に伸びてきておりますが、現在の３カ年プランが終了する平成21年以降、どのような整備促進策が有効かご議論いただきたいと思います。今は整備促進策といたしましては、設置者の負担の２分の１まで整備費を補助するというような施策はやっております。そういうことも含めてご議論いただければというふうに思っております。

　それから、９ページでございますが、９ページは区市町村別のサービス基盤の状況ということで、入所施設の状況をお示ししております。上の図につきましては、どの区市町村にどれだけの定員の施設があるかということを落とし込んだものでございます。下の図は区市町村の障害福祉計画のサービス見込量に対して、サービス基盤がどれだけ充足しているかということを示したものになっております。色が濃いところはサービス利用が自分の区市町村内で賄えているというような形になっております。入所施設のあり方につきましては、次回の専門部会で議論していただきますけれども、今、多摩地域に依存しているということで、このほかにも東京都の入所施設としては都外の施設が30以上ございますので、そちらのほうに依存しているということがわかります。

　それから、10ページでございますが、区市町村別のサービス基盤の状況ということで、こちらは日中活動の状況を示させていただいております。これも先ほどの入所施設と同じで、上が設置状況で下が見込量に対する充足率というような形になっております。おおむね人口に応じてサービス基盤が設置されておりまして、区市町村内で充足していることも見てとれますけれども、ただ、充足率が75％未満、薄い網かけの区市も点在していることが見てとれます。

　それから、続きまして、11ページでございますが、こちらのほうは同様なものでグループホーム、ケアホーム、東京都としては整備を推進しておりますが、こちらのほうの整備状況になっております。区中央部、区北部、区部の中央部と北部のほうで充足率が75％未満というふうになっております。自立支援法と東京都障害福祉計画の理念でございます身近な地域でのサービス提供の実現のため、区市町村は単にサービス量を見込むだけでなく、それを域内でのサービス基盤の整備につなげていっていただきたいというふうに思っております。そのための東京都としての支援策についてご意見をいただければというふうに思っております。
　続きまして、12ページでございますが、こちらのほうは今、自立支援法外の小規模作業所等についてのサービス基盤の整備事業でございます。こちらのほうは法内に移行していただくということになっておりますので、サービス見込量はないので設置状況のみというような表になっております。

　それから、13ページ以下については、13ページから16ページにつきましては、ただいまご説明いたしました地図の元資料、バックデータでございます。これについても取扱いをご注意いただきたいというふうに思います。

　17ページが冒頭でも申し上げました通所施設等につきましての新体系移行状況でございます。全体といたしまして、新体系に移行状況は約２割というような状況になっております。通所施設や小規模授産施設は徐々に移行が進んでいるということがあります。身体障害者の施設でいきますと、やはり身体障害者の通所授産等が場合によっては報酬が高くなるというような場合もございますので、移行が進んでいるということが見受けられますが、冒頭でも申し上げましたように、入所施設については移行が進んでいないという状況がございます。報酬面だけでなく、いろいろ課題があると思いますので、その辺のご意見もいただきたいというふうに思います。

　18ページ、おめくりいただきまして、これは重症心身障害児施設の設置状況でございます。最後の丸がついている練馬区大泉学園町の福祉園と八王子障害者福祉センター、これにつきましては、地域施設活用型ということで知的障害者の通所施設ですとか、そういった施設を利用して重心の方の受入れというか、ご利用を促進するということで、新たに東京都として施策を展開しているものでございますが、このほか今後４カ所程度今のところでは予定されております。

　続きまして、ホームヘルプサービスの提供実績でございます。

　こちらのほうは全体として約１割の伸び率というような形になっております。ただ、移動支援につきましては、昨年度の下半期から地域生活支援事業に移行しておりますので、区市町村のほうに移行しておりますので、そちらのほうのちょっとデータがうまくとれないということと、あと移動支援自体は行動支援や重度障害者の包括支援等に移った部分もあって、なかなかちょっとデータと整合性がとりにくいということもあって、こちらのほうは何か24％減みたいな形になっておりますが、これはちょっと表上の問題ということでございますので、減っているということではないということはちょっとご理解いただきたいというふうに思います。

　それから、20ページからの部分でございますが、こちらのほうは重度訪問介護の利用時間数の分布というふうになっております。こちらのほう、12区市を取り出しまして利用時間数の分布を調査したものになっております。20ページは利用時間別の人数で21ページ、22ページにつきましては区市別に一人一人の方の利用時間をグラフにしております。これについては、前期協議会でもこういった資料についてお示しさせていただきまして、サービス量の格差とかサービス決定に当たっての客観性、透明性の格差というようなことが課題として挙げられましたが、全体としての分布状況ということについては、前回と余り変わっていない状況がございます。

　23ページからでございますが、こちらのほうは障害者施設の運営状況調査ということで、自立支援法施行前後の施設の運営状況を調査させていただいたものというふうになっております。23ページが概要でございまして、24ページを見ていただきたいと思いますが、こちらのほうは、施設収入は通所施設が大幅な減収になっているというような状況がございます。全体で17％減というような形になっております。報酬が日額化された影響というふうに思われます。ただし、中には増収になった施設もあるということもごらんいただきたいと思います。ただ、国がまた緊急対策を出しまして、通所の施設については報酬単価を４％上げるということを言われておりますし、また、来年度は経営実態を調査した上で報酬単価については見直しをするというような予定になっております。

　また、25ページのほうをごらんいただきたいんですけれども、利用者負担につきましては、通所施設で大幅な増というふうになっております。ただ、これにつきましては、支援費制度自体には利用料ゼロの利用者が多かったためということが考えられます。これにつきましても、利用者負担についてもさらなる負担軽減策がとられているというところでございます。

　25ページの下段のほうでは、利用状況では退所者数、平均利用日数はほぼ前年並みで、よく報じられております利用者負担増加による退所とか利用の抑制ということは都内では見られないというような状況がございます。
　それから、26ページでございますが、こちらのほうは障害者のグループホーム、ケアホームの運営状況調査になっております。26ページが知的障害者のグループホーム等、27ページが精神障害者のグループホーム等ということで資料をおつけしております。前期推進協での資料提供時、平成16年調査に比べまして、平均年齢が前回は37.95歳ということで約38歳だったのが39歳になっていること。それからまた、入所施設からの入居の割合ということが今回は約17％ということですが、前回は約15％ということでしたので、若干入所施設からの入居が進んでいるということがこの資料で見受けられます。

　それから、28ページからでございますが、28ページからは重症心身障害児通所事業等の運営状況でございます。28ページをごらんいただきたいんですけれども、上段では通所事業では３カ年プランの初年度でもございまして、定員数、登録者数とも増加をしております。28ページの下のほうの短期入所事業については、ベッド数はふえているものの、利用件数、利用率は減少しているような状況がございます。冒頭でも岩城委員のほうからもポケットティッシュをお示しいただいて、看護師不足というようなことが言われましたけれども、看護師確保の問題が少しあらわれているのではないかなというふうに思っております。

　29ページでございますが、訪問事業は年度により多少のばらつきはございますけれども、長期的には横ばいの状況がございます。

　30ページでございますが、医療的ケアの部分ですが、前期の推進協での資料提供時は平成15年度の実績を見たんですけれども、そのときの訪問事業の利用者における超重症児、準超重症児の割合がそのときは73.9％でございましたのが今回の調査では18年度の実績では77.9％と依然としてちょっと増加傾向にあるという状況がございます。

　それから、資料５に移らせていただきまして、資料５と６につきましては、最近の制度の状況について簡単にご説明をさせていただきたいと思います。

　資料５については、平成18年11月に続いて昨年12月、東京都が国に対して緊急要望をさせていただいた資料でございます。障害者施設の運営状況等を踏まえまして、利用者負担、事業者報酬の２点に絞って要望させていただいております。国では同時期にやはり資料６のほうですけれども、参院選挙後、与党ＰＴによる自立支援法の見直しによる検討が行われまして、資料６はその報告書になっております。先ほど申し上げましたが、これの抜本的見直しに向けた緊急措置ということで、利用者負担のさらなる軽減措置は20年７月に、通所施設の報酬の４％引き上げの部分につきましては来月実施される予定になっております。また、抜本的見直しに向けては、今後残された課題についても検討されていくということで、特にこのほか障害児の施設の部分については、先般検討会が立ち上がって７月までにまとめられるというようなことも情報を得ております。

　資料については、駆け足で申しわけございませんが、以上でございます。

○松矢部会長　ありがとうございました。

　次に、橋本委員からの資料提出について事務局のほうから少し補足の説明ございませんか。こちらから求めてよろしいでしょうか。
　それでは、きょう東京都知的障害者育成会本人部会副代表名で橋本委員から資料が出ているかと思います。この資料の説明を橋本委員からお願いいたします。

○橋本委員　すみません、東京都育成会の、ゆうあい会の橋本です。
　こちらの今、ペーパーをお示しさせていただいたんですけれども、それも考えてこれもつくりましたんですが、それよりも先にちょっと私なりにつくったものがありますので、そちらも先に発表させていただきたいと思います。

　今回の都の推進協議会に、ゆうあい会の人たちの声を挙げたいと思いましたが、課題が地域におけるサービス提供の体制の整備についてという議題で、自分たちには難しい内容です。どのようなサービスがあるかわからないことや困ったときにどこに相談に行けばよいのかわからないことや相談に行っても話しづらいことや話しづらい人もいる。また、発表している自分も今グループホームに生活をしています。共同生活支援のサービスのことしか知りません。自分たちにもわかるようなわかりやすい資料をつくってほしいと思います。ということで、このペーパーもあるんですけれども、その中でわかりやすい資料のこと。１、私たちを交えてつくってください。それから、時間をとってゆっくりとつくってください。それから、わかりやすい資料を使って説明してください。

　それから、相談を受ける人たちのこと。早くしゃべるようにせかされるのは嫌です。それから、心配なことを並べられると自分たちも心配になるだけ。
　それから、旭出のグループホームで暮らして思うこと。豊島区の人が自分は旭出のグループホームでずっといるということを前提に話を進めた。それから、あなたはここで暮らしているのだから共同生活援助ですよと言われ、申請書を書かされました。それから、自分がこれからどうしていいのかということから聞いてほしかった。それから、聴き取り調査の日にちも聞き取り調査の来る人の都合で決まっていた。それから、サービスを提供する側の都合で動いている。それから、利用する側の都合にあわせてほしい。ちょっと時々とまってしまったんですが、こういう現実をお話しさせていただきました。

○松矢部会長　ありがとうございます。
　私もこの本人部会の発足からずっと応援をしている立場のものですけれども、こういった本人の方々のご意見もしっかり受けとめながら進めていきたいというふうに思います。
　それからもう一つ、中西委員から障害者の自立生活確立と障害者自立支援法見直しに関する要望案が出ておりますので、説明をお願いします。

○中西委員　では、お手元のペーパーのほうから説明させていただきます。
　これ我々が国に要望として出した文書を踏まえて原案をコピーしたものです。それで、国への課題、東京都の課題、複合を据えておりますので、きょうはその地域支援の問題について触れていきたいと思います。

　まず、自立支援法全体について我々の評価としては、これを今後の介護保険への強制統合の手段としないようにと。この自立支援法自体が介護保険へ入れるための手立てとしてのあらゆるサービス制度というか、法整備を整えてきているというふうに見えるわけですね。107項目アセスメント、それから介護の審査会の問題、このような私ども当事者のニーズに基づいたサービスからアセスメントによる介護保険適用に向けての領域というところをできるだけ切り離した形で東京都のほうは考えていっていただきたいということが第１です。

　第２は障害の範囲に関して、我々が考えている難病の方とか今の障害種別で漏れる方々の問題、これについても国は十分配慮ができていないので、東京都で十分このところを配慮して障害の定義についてももう一度議論していただきたいと思います。

　それから、障害程度区分と支給決定についても自立支援法のこの決定ではグループホームに入れない人が出てきたりとか、さまざまな問題が出てきています。程度区分が単に国庫補助基準の適用だけでなく重度訪問介護を使える要件にもなってきていると。これは市町村によって程度区分は非常に大きな違いがありますので、統一的な基準というものになっていない。つまりニーズに基づいた判定になっていないところに根本的な問題がありますので、東京都としてはもっとニーズに基づいた判定ができるように、これを改めていく方向が必要だと思います。

　次に２ページ目、４番の障害者の地域での介護サービスと国庫負担基準の問題ですけれども、今、自立支援の何が問題かというと、国が２分の１の国庫補助負担をしていないというところにあるわけですね。例えば重度訪問介護であれば時間数にして８時間分しか国は補助していない。ところが、東京都は24時間分の支給を多数出していると。残り18時間については欠損を出すというシステムになりまして、これを東京都が持ってくれればいいんですけれども、市町村にかぶせているところに問題があります。そのために市町村は多大な負担のもとにサービスの切下げをしていると。入口を非常に狭くしているわけですね。施設から出ようとする日野市の障害者は、施設側に対して日野市が決して施設に出すなと。我々はそれに対してサービスが出せないというふうな声を上げられて、我々も自立支援をやる立場としては非常に困った立場に置かれているわけです。
　それから、精神障害者の施設が多数ある八王子市などにおいても、その地域に出てくる障害者が余りに多いために、地域移行を積極的に進められない。やりたくても進められないと、こういうふうな特殊な事情を持つところに対して、東京都とか国に再三要望もしているわけですけれども、政策が打たれていないという問題があって、実質的な精神障害者の地域移行も行われていないというのが実態であります。

　それから、２番目、精神障害者、知的障害者も重度訪問介護を利用できるようにしたい。ここがやはり地域移行のネックになっているところだと思います。長時間介助が必要なこのような人たちに対して、欧米諸国では身体障害者よりはるかに知的障害者、精神障害者に対して、24時間に近い介助サービスが適用されている実態がありまして、そこのところを今排除しながら進んでいる自立支援という問題が大きな問題であります。重度訪問介護でやる以外に今の制度上、解決策はないように思いますので、ここも特別な事情を東京都が加味して国のできないことを補てんする方策を考えていただきたい。

　３番目のホームヘルプサービスを入院時も利用できるようにすること。重度の障害者が地域で暮らすときにどうしても入院中の介助というのが必要になりまして、いろいろご配慮はいただいているにしても、制度として確立していないために市町村はなかなか取り組みにくいという問題があるので、この点についても正式な制度的な移行が必要ではないかということです。

　介護保険に突入するというか、65歳以上になって介護保険適用になる障害者について、障害者手帳を持つものについて、やはり介護保険の制約があって、介護保険を優先的に使えという制約のもと、介護保険の４時間のサービスに限定されるというカットダウンが行われつつある。それから、どうしても重度訪問介護と併用することを拒む市町村もあるので、従来使ってきたサービスが継続して使えなくなるという問題が起こっていますので、ここのところで介護保険の資格強制、強制適用を避けるような方策を練っていただきたいということと、介護保険適用になることによって、介助者の資格制限が厳しくなりまして、重度訪問介護で使えた介助者が使えなくなるという問題がこれも資格制限を取っ払うような措置が都道府県、東京都で行われる必要があるだろうということです。

　それから５番目、地域生活のための社会資源・基盤整備について。身体介護として要するにこの重度訪問介護の問題です。ここについての単価改正というのは今後行われる見込みにはなっていますが、やはり単価が安いために介助者が集まらない。一番被害をこうむっているのはここのところであります。そのために職員が300時間からの残業時間を余儀なくされているという悲惨な実態がありますので、このところは早急な単価アップが必要かと思われます。このご支援も考えていただきたいです。

　それから、精神障害者のホームヘルプ派遣について、まだ大きな数値目標との差ができていまして、これを完全実施させていくことが必要かと思います。
　次に、移動支援、相談支援、コミュニケーション支援、地域活動支援センター、このあたりの面についての予算が包括補助金となっていますので、非常に狭められたものになっています。どこか１個をやろうとすると、どこかが削られるというジレンマに陥っています。そこで、相談支援事業にもお金を、それから手話通訳などコミュニケーション支援、東京都は支援を今放棄しましたけれども、このところやはり再復活して、東京都支援を再びやってもらわないと、彼らの生活が今、手話通訳者の生活が賄えなくなってきているという現実の問題です。これも早急に立て直しをお願いしたい点です。

　それから、グループホーム、ケアホームについてやはり引き下がり問題があって、職員がここでも大変なご苦労をされております。精神障害に陥る方も大勢この中で出てきて、我々としては職場を守れない状況が生まれております。ある人の場合は、月の半分は泊まり介助というふうな状況で、月15日深夜泊まり込みをやる人の身になって考えていただきたいと思います。

　それから、地域移行について退院支援施設構想という精神科病棟の看板の建替え問題ですけれども、これについてまだ全国で２カ所しか実施されていないわけですけれども、東京都においてはぜひこれは支援しないでおいてほしい。これができてしまうと、たらい回しにされて精神障害者がまた病気に感受されるというシステムができ上がってしまうので、我々は非常におそれているところであります。

　最後に所得保障について４ページになりますけれども、やはり今の年金、特別障害者手当だけでは暮らせなくて、重度心身障害者手当などを使って重度障害者は暮らしていますが、最近重度障害者手当とか障害者の親の亡きあとの扶養年金等が東京都でだんだんと枠が狭められたりなくなったりしている状況です。これが障害者の地域生活を支えてきた柱ですので、このところを所得保障についても十分なご配慮をお願いしたいということで、最後にケアマネ相談支援体制についてですが、ケアマネジメント、やはり３障害が統合されましたので、きょうも３障害統合のケアマネジメント体制を国に作っていこうという思いで、我々のほうでは当事者エンパワーメントネットワークが身体関係の団体でここに250団体入っております。それから、精神障害者のほうは「あみ」という団体、こちらが地域の中の当事者支援を中心にやっております。知的障害者は療育支援事業のほうがやっておりまして、これは今、姫路のほうでのミヤタさんが会長をしておられます。この３団体と我々が連携して、３障害の統合相談支援事業をつくろうじゃないかという話を今しているところですけれども、あいにく相談支援事業はだんだん金額が下がって、我々のところは1,500万から300万とか200万というように金額が下がってきて、実質的に職員が抱えられない状況になりましたので、このあたり相談支援事業を復活させるにはやっぱり1,000万から2,000万規模のお金を入れてあげないと３障害統合はできません。そこで、これについてのてこ入れをお願いしたいと。３障害一緒でやるなら2,000万の３倍ぐらいのお金を投入してやらないと、実質的な機能はしないものと思います。よろしくお願いします。

○松矢部会長　今、中西委員のほうから障害者の地域生活確立の実現を求める全国大行動実行委員会を中心とした自立支援法見直しに関する要望の説明をいただきました。
　全国的な立場、それから東京都にかかわることなどの説明があったかと思いますが、また、審議の中で参考にしていきたいというふうに思います。

　それでは、ちょっと大分時間が経過いたしましたけれども、議事の進行に入りたいと思います。

　それでは、資料４の目次、３区分あるかと思いますが、それに従って審議を進めていきたいと思います。

　まず、７ページまでの障害福祉計画の達成状況についてご質問、ご意見があればご発言願いたいと思います。

　水野委員、どうぞ。

○水野委員　それでは、７ページをお開きいただきまして、一番左側に自立支援協議会という項目がございます。これはその上欄にございますように、相談支援事業ということで、今も中西委員から精神障害者の地域移行についての非常に貴重なご発言がございましたけれども、これまでの福祉事業というのは、多くがいわゆる箱物といいますか、サービス施設を準備する、これをもって社会資源と呼んできたところがあるわけでございますが、これからやはりこうした自立支援協議会のような相談支援をできる施設の機能の充実というのが非常に重要ではないかと考えているところでございます。しかしながら、こちらの資料にございますように、これは注がございまして、平成19年４月１日現在とはありますけれども、この達成状況は非常におくれているのではないかなというふうに思うわけでございますが、これにつきまして、そのおくれているご見解と、そしてこれを解消といいますか、促進していく上での計画等々につきましてご説明いただきたいと思います。
○松矢部会長　それでは、事務局のほうからお願いいたします。
○山口副参事　自立支援協議会について現状と課題と、それから対応について簡単にご説明します。
　地域自立支援協議会は、区市町村が主体となって設置を進めていくというものでございまして、現在のところ30自治体程度が年度末までで設置見込みであると。１つにはその地域自立支援協議会立ち上げに当たっての専門的な相談体制が地域の中でもう既に構築されているというような自治体もあって、それの看板をつけ変えて自立支援協議会と称するというような手法を既にとっているところもありますけれども、自治体によっては屋上屋を重ねるのではないかというような懸念もある自治体がございまして、今現在、地域自立支援協議会を具体的に立ち上げたあと、どのようにして相談支援体制を構築していくのかというあたりがまだ逡巡している自治体が幾つかあるというふうに聞いております。
　したがいまして、都といたしましては、11月に東京都の自立支援協議会を立ち上げまして、区市町村の地域自立支援協議会が速やかに立ち上がるように、さまざまな事例を用いた全体の過去の先駆的な事例を取り上げた研修ですとか、そういった場を通じて支援を行っているというのが今の現状でございます。

○松矢部会長　よろしいでしょうか。

　ほかにいかがでしょうか。

　大八木委員、どうぞ。

○大八木委員　大八木です。ちょっと質問したいんですが、１ページのところをちょっとお願いいたします。
　今の水野委員の質問と重複するんですが、相談支援が非常に進んでいないと、その辺の根本的な理由ですかね。先ほど予算がないとかいろいろ出ているんですけれども、本当の基本的などこに問題があるかということをちょっと説明していただけたらと思います。

○松矢部会長　これも事務局でしょうか。新しい専門部会の立ち上がりということで質問も多いかと思いますが、よろしくお願いいたします。
○古谷課長　なかなか相談支援の進んでいない原因ということは、結構問題が深いものもございまして、障害者の自立においてのケアマネジメントをどう考えていくのかということがなかなかはっきりしていないと、そういう位置づけということが一つ大きくあると思います。
　それとまた、この相談支援事業を立ち上げるに当たって、先ほどもちょっと申し上げたように、なかなかどういう事業の骨格なのかということもことしの１月になって国からようやくこういう人が対象なんですよというようなご説明の通知文があるとかというような状況になっておりまして、例えば親元から自立する人ですとか入所施設から移行する人ですとか、そういう人たちに利用計画、個別の支援計画を立てていくのが支援従事者なんだということもようやく示されたというような状況になっております。

　また、相談支援従事者だけではなくて、やはりその方々が相談支援を受けるに当たって、サービス基盤がいろいろ充実していないとなかなか相談支援従事者だけではだめだということも事業者だけではだめだということもございますので、そういったような状況も重なって今こういう状況にあるんだというふうには認識しております。今後こういったことをどれだけ充実させていくのかということのご意見をいろいろいただければありがたいというふうに思っております。

○松矢部会長　どうぞ。

○大八木委員　それちょっとすみません、それ大体80倍ですね、これ。18年度の実績が42で、19年見込みは3,435、約80倍なんですね、計算からいきますと。果たしてこれの見込み量ができるのかどうかですね。
○古谷課長　もう一つにはサービス、個別の支援計画とかを事業者さんがつくっておられても、なかなかその利用計画書の報酬の請求までいっていないと、なかなか仕組みがうまくいかないというようなこともございますので、そういったことも今後検討しながら、事実上は支援しているんだというようなこともあろうかと思いますので、その辺も含めてもう少しこの利用料の伸びということはやっていけるのではないかというふうには考えております。
○大八木委員　わかりました。

○松矢部会長　ありがとうございます。

　それでは、ちょっと市橋委員のほうが早かったように思います。

○市橋委員　まず前提としてこれだけの資料を説明されて、すぐ意見を言ってそれで終わりというのでは、これは僕は、ちょっと責任は果たせないと思いますので、これは次回にかかるペーパーを出すとか、あるいは次回必要だったら議題をもう一回こちらから提起するなどそういうことを許していただくということを前提にしたいと思います。僕らは特に障害者の仲間たちもいるので、仲間たち、あるいはきょうも幾つかの障害者団体の方が傍聴にみえていますので、その方々もここで意見を言っていただいても結構ですとか、また総括のようなペーパーでまとめていくみたいなことをしないと、都全体の計画に関してはいかないと思います。それを前提にちょっとお話をさせていただきますけれども、まず区市町村の進行状況なんですけれども、１つは７ページの事業ですけれども、これは費用負担の点はどうなんでしょう、費用負担。例えばコミュニケーション支援事業、移動支援事業の費用負担の点もこの表に見せていかないと、これもまちまちがあるんですよね、区によって。例えばガイドヘルパーでいえば１時間幾らとか。これは、やっている、やっていないだけですけど、例えばガイドヘルパーでいえば上限を設けたり、あるいは費用負担によってはまちまちであったり、そういう状態を見せていかないと。これは、例えば実名を出さないでいいから、ＡとかＢとかでもいいから、どういう状態なんだということを見せていかないと、やはりこれは、ああやっている、やっていない、コミュニケーション事業を全部やっているのは、だけどこれは区市町村の努力だけじゃなくて聴覚障害者や、あるいは手話通訳の努力によって全国の区市町村に働きかけてやったのかというと、そういう試みはあるけれども、費用負担の問題と上限の問題、特にコミュニケーション支援では、手話通訳はどうにか上限があってもやっているけれども、要約筆記はやっていないとか、問題点はこれだけじゃ見えないし、もし、ここに敢えて問題点や状況について僕らが把握して分析するから、そこら辺の問題を如実に出していかないと問題点は見えていかないのではないかなと思いますので、もし次回までに、確かに全部実名で出すというのは難しかったら、ＡとかＢとかでも構いませんから、どういう状況に今、東京の区市町村があるのか見せていただきたいと思います。

　それから、２つ目は１ページですけれども、特に日中系サービスの移行が始まって、移行時には示されたような達成率ですけれども、この移行についてどういう指導をやっているのか、単に移行をすればいいということではなくて、非常に今まで、これは僕は、ほかの県と違うところは、やはり東京都はある一定程度を都単事業でやっていたわけですよね。それで、それを法内施設に移行する場合に、どういう指導をやっていたのか。あるいはどういう価格差保障を、その運営に関して援助をやったのか、そこが見えないと、単なる移行してしまえばいいんだというところではないんだというところを見ていきたいと思います。

　３つ目に相談支援の問題ですけれども、これはさっき、課長が言われたような問題点があると思います。それと僕も中西さんとともにケアマネジャーの養成講座なんかをやり、ケアマネジャーの養成、ケアマネジャーが本当に位置づけられて、しかも介護保険のケアマネジャー、あれは僕は件数マネジャーだと思いますけれども、ああいうものではなくて本当に障害者がエンパワーメントを含めたケアマネジメントということが一つだと思うし、それから、課長がさっき言われたように、地域に資源がないところに相談だけをやればうまくいくというものではないと思います。ここら辺はやはり、もう一回、きちっと時間をかけて相談支援体制をどうやって発展させていけばいいのかということをきちっと考えないと、かえってこの２％の数字だけが一人歩きしてしまうんじゃないか。そして、例えばさっき指摘された自立支援協議会も、僕も実は、ある市の自立支援協議会、勉強にはなったんですけれども、どうやっぱりそこをはっきりしていかなければいけないのかは、僕は東京都より厚生省がただ作りなさいと言っただけの無責任さがあると思うので、やはりこれは自立支援協議会を東京都としてどうやって発展させていくかは発展した方向、僕の急に言われたので今まとめきれないので、ペーパーで全部出したいと思いますけれども、自立支援協議会に関しても、東京都として一定の方向はとっていく必要はあると思います。

○松矢部会長　ありがとうございます。

　１つは、ここには区市町村のいろいろな施策ですね、一つ一つのメニューについて区市町村でもあったりなかったりとかということがあるので、そういうことをＡとかＢとかというような形で、ある程度地域差ですかね。そういうものの具体を資料として出していただきたいというような要望だと思いますね。
　それからあと、自立支援法が制定されて、その移行のことが資料として出ておりますけれども、その移行の評価ということもただ数が多く移行したからいいというわけではないだろうというような評価とか、それからケアマネジメント、そして自立支援協議会のあり方等についても東京都としてしっかりとした方向を出さなきゃいけないのではないかというようなことでありましたが、これは一応市橋委員のご意見としてお伺いしておきたいと思います。

○市橋委員　資料だけはつくれるかと思うので……
○松矢部会長　では、そのことをちょっと事務局のほうからお答え願います。

○古谷課長　資料というのはＡ区、Ｂ区とかという形ではなくて、全体としてちょっとまとめさせていただくような形になろうかと思いますが、ちょっと少し工夫をさせていただいてお示しできるような範囲でといったらちょっとあれなんですけれども、考えさせていただきたいというふうに思います。
○市橋委員　はい、結構です。

○松矢部会長　ありがとうございます。

　それでは、得重委員、どうも遅くなりました。すみません。

○得重委員　すみません、一障害者の母としてずっと思ってきたことなんですけれども、今の相談支援とかということに関してなんですが、個別支援計画というのが今作業所に行っていますから、そちらのほうでつくっていただいています。前は養護学校に行っているときは個別教育支援計画がつくられていました。しかし、障害がわかってから学校に入るまでの間、そこの間の支援計画は今まだないのではないかと思うんですね。私の子どもはすみません、個別名を出してあれですけれども、うめだ・あけぼのに行っていましたので、そこで個別教育支援計画を出してもらっていましたが、障害がわかってまだそういう施設にも行かないうちから、それから、生涯を終えるまで個別支援計画というのはどこかにあってしかるべきだし、それがまずどこでどういうふうに相談事業として行われて、つくられてということがどこかで何か一本化されていないと、ある時期はここで、ある時期はここでというふうな感じで、どうも親としてはそれこそ先ほど本人部会の方がおっしゃったように、どこに相談に行っていいのかわからないという状況がどうしても起こってしまうのではないかと思うんですね。
　まずは、その一番最初に生まれたとき、障害がわかったときからの個別支援計画をどこで作成するのか。そして、それがどういう形で相談事業に結びつけられていくのかというところから学校に入ってから、学校を卒業してから就労してからというような形で、どこかで一本化というか、どこかで一本化というわけじゃないんですけれども、一本の筋がちゃんと通っていて、その時期において、どこに相談にいけるかということがわかりやすくなっていくということが、そこの流れがはっきりしていないと、それぞれでどうしよう、こうしようというふうにどうもされているような気がするんですね。その辺のところはすみません、全くの素人で申しわけないんですけれども、ちょっと疑問に思ってきたことなので、皆さんで考えていただければと思うんですけれども。

○松矢部会長　ありがとうございました。
　これは事務局に答えを求めてもなかなか難しくて、私も研究のテーマの一つにしているところでありますけれども、学校のほうは比較的全国校長会等から意見が出てきて、個別の教育支援計画というのが恐らく今度学習指導要領の改定にでも特別支援学校にはきちっと入ってきて、そういうあれで学歴の12年間ぐらいはあるんですが、今ご指摘のように、幼児期から障害の需要から始まって就学まで、あるいは各ライフステージに応じた個別の支援計画のあり方というのはこれからだと思うんですね。恐らく国のほうの障害児施策見直しの検討委員会が立ち上がっていますが、そこでも個別の支援計画が出ております。ですから、東京都段階あるいは国の段階、あるいは市町村の支援協議会段階でも個別の支援計画というのは何なのかと。どこがホストセンターというか中心となる、受けとめてくれるセンターになるのかとか、その辺のところはやはり詰めていくことだし、この恐らく今期の会議の中でも大いに意見をいただきたい、意見があってもいいのではないかと思います。どうもありがとうございます。
　ほかにこの７ページまでのところでどうでしょうか。

　それでは、岩城委員、どうぞ。

○岩城委員　失礼します。ただいまの得重委員のご発言で、今、東京都で特別支援教育関係の方が、ここにご出席でしたらお話がいただけるんではないでしょうか。障害を持った子どもの親たちは、どこへ行っても子どもに関しては同じことを説明していかなければなりません。そういうもので一本通ったものがないので、子どもの誕生から成長過程のシートをつくって、まずはそれが就学相談に上がっていって、生涯教育までつながるというのを東京都のほうで打ち出していらっしゃいます。ただ、それに関しては、私もそこに加わっているんですが、やはり皆さんのプライバシーの問題ということが大変引っかかっておりまして、ただ、どちらが子どもの本当に育っていく、人間として見ていくこと、教育が大事かプライバシーが大事かというあたりで非常にいろんな議論がありますが、ちょっとそれをお話いただけたらと思いますが。
　それから、本日、提示されています資料を拝見しますと、地区別に各サービス量の達成率が示されていますが、果たしてこんな高い数値なんだろうかというのがやはり私もこれはそれぞれの区市町村が出されてきたとのお話ですが、まわりの皆さんから耳に入ってくることにこれだけの達成率で満足されているというのは、ちょっと聞かないんですよね。そのあたりで、こういう数字だけをとってみたときに、果たしてこれをこのまま受けとめていいんだろうか。ただ、もちろんその中にはたった一つだけではなくて、日中活動といってもさまざまなことがあります。出されてきた100何十％なんていうと、自分が現実に居住しております地域を見ても、こんななんだろうかとやっぱりちょっと驚かされております。このあたりのいわゆる信憑性といいますか、ちょっと疑問を持ってしまいました。

○松矢部会長　その点はご意見として、それぞれの委員が恐らくご意見をお持ちだろうと思います。その特別支援教育の今出た個人情報等に注意していかなきゃいけないというようなところについて、松尾課長のほうからお願いいたします。
○松尾課長　教育庁の学務部で義務教育特別支援教育課長をしております松尾と申します。
　今、岩城委員のほうからもお話がございましたように、今の第２次の特別支援教育の推進計画という中でも個人、個人のいわゆる支援計画というものをいかにつなげていくかということを私たちのほうでやっていきますということを今掲げているところでございまして、現状をお話しさせていただきますと、就学前、幼稚園や保育園から小学校就学のときには、足立区さんなどがつくられた個別の支援シートですね。それがうまく小学校のほうにつながっていくような形で、これが全都に今広がっていって、就学前から小学校にかけてのつなぎのところはかなり改善されているというか、かなりうまくいきつつあるんだろうというふうに思っております。

　それから、公立学校の場合には小中ですと、小中学校は設置者がほとんど同じですので、つなぎは各区市町村のほうでいろいろな工夫をなさっているところなのではないかなというふうに思います。問題になりますのが中から高の部分でありまして、私学に行くにしても、都立だとしても設置者が変わるというところで、実は今までは個別の支援教育計画が生かされてこなかったというところがありまして、ここのところを何とか中から高へつなげなきゃいけない。ただ、そこは難しいところがありまして、高校に入られるあるいは特別支援教育の高等部に入られる方でも余り保護者の方、ご本人のほうが言いたくないという場合もあったりして、なかなか難しいところがあるんですけれども、そうはいっても、なるべくその個別の支援計画、なるべくシートがうまくつなげるように、それをどうすればいいかというのを20年度ぐらいからきちんと、特にこの４月から特別支援教育推進室というものも設置しようとしておりますので、そこを中心として検討していこうとしているところでございます。
　それが行ってから、また高校から就職のほうに、社会に出るほう、そこになってくると教育をちょっと離れるんですけれども、そこでもまた一本に支援計画がうまくつながるように、その前の段階を今模索しているところなんですけれども、それがやっぱり一生ライフステージの中でつながるように私たち教育庁としてもやっていかなければいけないということで、私たちもこれから本当にまさに岩城委員言われたように、やっていこうとしているところでございますので、またいろいろな情報をいただきたいと思いますし、ご指導もいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○松矢部会長　ありがとうございました。時間がかなり経過しておりますので、皆関連することも……では、７ページまでのところで。
　では、栃本委員、どうぞ。

○栃本委員　私は非常に手短に。先ほど資料３で３月からのきょうが第１回ということで、きょうは地域におけるサービスの提供体制の整備についてのご説明ということだったんですけれども、もう既に５月、６月以降の中で取り上げるべき提言に関するようなものが出ていると思うんですね。したがって、起草委員会のレベルで、そのときにもちょこちょこと言ったら悪いけれども、集めるのではなくて、もうきょうは本来は、本来と言ったらあれなんだけれども、データについてということなんだけれども、既にいろんなご意見、定性的なというか、仕組みのこととか出ているわけですから、そういうのを十分事務局のほうで拾っていただきたいというのが１点です。
　それともう一つ、きょうは資料としてこの計画自身について出ておりませんで、先ほど来出ています例えば１ページであれば、このような結果といいますか、出ているわけなんですけれども、そもそもこの東京都の障害福祉計画では19年、20年を１期としているわけですね。21年、22年、23年を２期としているわけでしょう。それで、資料３で起草委員会で提言をまとめて、それをこの第２期の東京都の障害福祉計画策定作業に提言するということですわな。そこからもう審議会でまた、審議会かどうかしらんけれども、ということですな。しからば、そうであるんだったら、いろいろ統計上、数字の整理というのはあるかもしれないけれども、これはあくまで１ページに出ているのは、言うまでもなく平成18年度なんだよね。18年度がどのくらいあるかというのが。だから、19、20を踏まえて21、22、23ということですわな。ましてや先ほど来、数字のことについて出ていましたけれども、こうやって移行というのは、この制度の移行に伴って、非常に関与の数がこうやって19年度以降伸びていくわけだね。ということは、非常に重要なポイントは19年度のデータなんですよ。それはそうだわね。いろいろなデータについては、もちろん議会との関係とか、議会かどうかわかんないけれども、いろいろあって、あと確定値とかそういうのはあるでしょうけれども、できる限り速やかに、先ほどこれはあれですか。積み上げてやるものでしょうか。

○古谷課長　区市町村の積み上げている部分がございますので、区市町村のほうの集計ということもございますので、なかなかそういう意味で毎年、前年度の数字はこういった形で実績という形でお示しできるんですけれども、19年度は今終わったばかり、今終わろうとしているところですので、なかなかそこでどれだけのデータが出せるのかということがちょっと……
○栃本委員　だから、もちろんそうなんだけれども、何でも介護保険でもそうだけれども、あるいは請求業務とかそういうのが来ておくれるわけなんだよね。だから、速報値とか何かそこら辺いろいろ工夫されるなりしないとよくないというんじゃなくて、されたほうがいいと思うんですよ。されたほうがいいと思いますよということ。

　それともう一点は、されたほうがいいですよということをもう一つだけ言いますと、先ほどことし１月になってようやく厚生労働省のほうで相談の部分について示されたと。ようやく示されたというようなことをおっしゃったわけなんだけれども、事実そうではあるんだけれども、その一方で、大変尊敬する東京都の行われている検討ですので、国が示したのは非常に重要なことなんだけれども、実際の現場とか地域に根ざしているのは市区町村と東京都のほうがよっぽど根ざしているわけなので、そもそも障害者のケアマネジメントというのはどうあるべきかということから見て、こうあるべしということを議論、ここで議論してくださいと言っている意味じゃありません。ただ、言葉尻ということじゃないんだけれども、やはりこれからの自治体では、それはこういうのでされているんだろうけれども、こうあるべしとか、そういうことでやっていかないと提言ということで言うと、よりばしっとしたものにするには、できる限りイニシアチブを持たれているのは東京都だというふうに私は信じておりますので、ぜひそのような観点からしていただきたいということです。

　以上です。

○松矢部会長　ありがとうございます。

　それでは、そういうかなりきょうは資料は出ているけれども、第１回ですから総論的なところも出てしまうと思いますので、一応８ページから18ページまでのサービス基盤の状況のほうに移りながら、またご意見ご質問、前のほうにかかわることもあっても構いませんが、一応その８ページから18ページまでのサービス基盤の整備についてというところでご質問とかご意見をお伺いしたいと思います。

　いかがでしょうか。８ページから18ページまでの区切りであります。

　ここでは各区市町村の基盤整備の状況が出ているわけでありますが、中西委員。

○中西委員　８ページのグループホームの表ですけれども、これを見るとやはり知的に比べて精神が非常におくれている感じですよね。おくれている理由と、それからこのデータの中で知的は施設絡みがつくっているところがどのぐらいか、民間の作業所やグループホーム単独でつくっているところ、その比率みたいなものを知りたいのと、精神のほうについても施設関係がつくったところか、家族会のような民間団体がつくったところかの区別というのは数字でお示し願えないでしょうか。
　それで、実際精神が進まない理由というのは人数の関係だけじゃなく、やはりそのほかの医療の問題なのか、受け皿が足らないのか、そこの理由も説明してください。

○古谷課長　精神の課長から補足していただきたいんですけれども、１つには精神と知的のグループホームのタイプが違うということ、性格が異なるという部分があって、今もう障害が統一されてきたのでそういう精神・知的という分けはしていないんですけれども、通過型と滞在型という言い方がいいのかわからないんですけれども、そういったようなグループホームの分けにしておりまして、精神は３年でそこからさらにアパート生活というようなことに移られるという形の形態のご利用が多いということがあります。知的の方々はそこからやっぱりアパートとか行く方もいらっしゃいますけれども、大概終の棲家というような形でのご利用というようなこともございます。
○松矢部会長　それでは、補足がありましたらお願いいたします。
○中村課長　特別それにプラスして補足というんじゃないんですけれども、やはり計画課長が言ったように、基本的にその通過型という部分が違うところかなと思います。あとはやはり今まで精神単独のグループホームそのものというのは少なかった中で、今後３障害一体、区分なくというようなところがございますので、そこら辺が精神が今のところ、まだなかなか進んでいないというような現状かなというふうに認識しております。
○松矢部会長　よろしいでしょうか。

　この辺のところは精神のほうのかかわる委員の方もいらっしゃいますので、もし補足がありましたら。
○中西委員　先ほどのデータ請求のほうをできたらお願いします、次回に。
○松矢部会長　よろしいですか。
○中西委員　きょう出せますか。

○松矢部会長　では、次回お願いするということで、精神のほうの関係の委員の方で今、そういうデータ的なことで何かありましたらどうぞ、補足的なご意見お願いします。ありますか。
　では、小金沢委員、どうぞ。

○小金沢委員　補足というよりはもっと基本的なことなんですけれども、要するに精神と知的を分けると、個別も非常に必要だと思います。でも、実態としてはグループホームを使いたくて、また使う必要性のある精神障害者はいっぱいいるんですよ。一般では。みたいなところがほしいという方もいれば、本当に訓練を受けてアパートに行きたいという方もいっぱいいます。退院促進が少ないのは、１つにはグループホームが少ないからです、１つはですよ。それぐらいに必要性がありますので、知的が3,000ほどあれば当然精神も3,000というようなぐらいのイメージ、構想を持たないと、いつまでたっても一番おくれているのが精神ということになってしまいます。仲間たちの声としてやっぱりグループホームに住んでいる仲間が親と離れてやっと独り立ちができて、病状がよくなるという傾向がいっぱい、あります。親との関係だけではありませんけれども、やっぱり自分の身の回りのことをできるような訓練をする場としても、グループホームというのはとても有効ですので、今後とも東京都のほうにも努力していただいて、ふやしていただければというふうに思っております。
　以上です。

○松矢部会長　ありがとうございました。
　この辺のところは、この審議会のこれからの計画のあり方、いろんな重点的な施策をつくっていかなければいけないということにかかわるかと思いますが、山本さん、どうぞ。
○山本委員　同じような感じなんですが、ショートステイのところで実際に私たちは毎日ショートステイのお断りをしているんですね。入れないんですよね。このデータであると、本当にショートステイがどれぐらい必要で、どれぐらい充足をしていて、これからどれぐらいつくれるかというところが全く出てこない。そういう中で、１日に何回もショートステイのお断りをしないといけない現状があるというところを少しわかるようなものがいただければありがたいなと思いますし、これからどうやってつくるかもこのあとの問題となると思うんですが、これではちょっと見えづらいかなと思います。
○松矢部会長　ありがとうございます。

　その待機者といいますか、これグループホームもそうだと思いますけれども、その辺のところのデータもあれば、また次回でも次々回でも出していただくということでお願いいたします。

　ほかにどうでしょうか。

　橋本委員、どうぞ。

○橋本委員　ずっと今拝見しているんですが、これ表ばかりなんですよね。だから、私も先ほどお話したと思うんですが、知的障害者でグループホームにいる人間なんですけれども、そういう私たちの言葉が全くここに出てこない。どうして先ほども聴き取り調査を豊島区の関係者の人もささっと聞いて帰ってしまうんですよね。だから、どうしてなんだろう。前もそうなんだけれども、ちっともそういうことで聴き取り調査に来ましたと言っているのに、ささっと聞いて帰られてしまうんです。きょうもずっと見ていても表だけなんですよね。だから、何か言わなきゃいけないと思っていても、このグラフについていけない自分なんかもいるので、そうではなくてそういう現場の声を市橋委員ではないんですけれども、現場の声も残してくれというのも、ちっともそういうところも含めて表をつくっていただければと思います。
○松矢部会長　ありがとうございます。
　その利用するそういう立場の方の意見ということで、ここの委員会もそういう当事者の方々の団体等の代表ということで構成もされておりますので、ぜひ橋本委員も当事者の方々のご意見をまとめて提言される機会がぜひあると思いますので、お願いいたします。
　それでは、市橋委員、どうぞ。

○市橋委員　手短に私から一言言わせていただきたいと思ったんですけれども、橋本委員さんは全くそのとおりで、ここパーセントを出しても、何のパーセントかというのをよく分析しないといけないと思うんです。それに対して僕らがどう思うか、その議論を重ねていかないと数字が一人歩きして、これほかの細かい数字だけじゃなくて、ほかの数字も一人歩きすると、東京都はかえって危なくなりますよ。そういう感じをしました。
○松矢部会長　ありがとうございます。
　その数字の読み方も含めてその実態ですよね。これはまさに統計そのものなので数値なんですが、恐らくそれぞれの社会福祉法人なりＮＰＯ法人等、そういういろんな基盤整備の中で努力されている数だと思うんですが、我々はそういった現場のいろんな情報を生かしていかなければならないので、これもある意味では先ほどのようにケース・スタディ的にそういった資料が出ると、もう少しあり方審議についてはいろんな意見が出てくるんだと思いますので、ひとつご協力、ご高配、ご考慮をお願いしたいと思います。
　それでは、ほかにどうでしょうか。

　新堂委員、どうぞ。

○新堂委員　17ページの移行のところなんですけれども、新体系への。先ほど身体障害者の通所授産施設がそんなに単価が変わらないということで、移行がかなり高いということで35％、それと小規模通所授産施設も私どもも小規模通所授産施設だったんですけれども、それほど運営の単価が変わらないといったところで、移行率が高く、次に知的のところで33％というように比較的高い数値を指しているのかなと思うんですけれども、一方でそれに小規模作業所のところが７％というところで、法人格を持たない小規模作業所なんかの移行先というところ、その小規模作業所の移行への促進策について東京都として考えていただきたいというか、どういうような対策があるのかということ、質問ということで。
○松矢部会長　それでは、その点につきましてお願いいたします。
○小林課長　新体系移行への促進策なんですけれども、今お話があった要するに法人格をまず持たない小規模作業所がかなりあるというのが現実問題です。都はそれに対して、法内化の促進のための支援事業ということで、小規模作業所等を運営する団体さんがそのいろんな専門知識がないというところもありまして、その辺の持った協力委員の方を派遣して法人の設立をするような、そういう事業も都単の事業で今実施しております。ただ、なかなかそこまでそういう事業を利用して新体系に移行というところまで行っていないのが現実かなと。だから、都のほうでもそこにサービスを用意しているんですけれども、その利用がちょっと踏み込めない、そういう作業所もあると。それは先ほど言っていた新体系に移行した場合の報酬単価の問題とか、その辺があります。その辺についても東京都は新体系に移行した場合には、そういう事業者さんに対して補助を出すというような仕組みもございます。都としてはそういう支援を今行っています。
○松矢部会長　よろしいでしょうか。
　それでは、ほかにどうでしょうか。

　それでは、19ページから最後のページまで含めてお願いいたします。19ページ以降は各サービスの運営状況にかかわるような資料になっております。

　中西委員、どうぞ。

○中西委員　19ページと20ページについてです。やはりここでは移動支援、先ほど説明があったんですけれども、それにしてもこの移動支援のへこみ方は、我々にとっては異常な状態なんですね。それで、やっぱり市町村にこの知的のガイドヘルパーが移行されたこと、それから、手話通訳派遣がなくなったこと、これ一つが地域生活支援事業という包括事業に落とし込まれられた大きな原因だと思っています。やはりここについて特別な何か支援策を講じないと、本来やはり個別支援でやるべきことをこういうふうな一般化された制度に入れてしまったのは、非常に時期尚早なんですね。ですから、ぜひ知的の支援というのは東京都で特別に考えないと、国の言うままに従っていては知的の移行はままならなくなる。これは本当に失敗策だと思うんですね、国にとっても。やっぱり個別給付から外しちゃいけないんですよ、地域支援のところは。ですから、これは東京都が頑張って個別支援を継続させるようなことを考えないと、これはまずいと思います。

　それから、次の20ページの重度訪問介護表ですけれども、これを見て驚いたんですけれども、やっぱり25時間から125時間まで、これ30で割ると１日４時間以下ですよね。１日４時間以下で、ましてこの月に25時間ということは、１日１時間もないような介助を重度訪問介護でやったというのは、これは何事かという身体介護でやるべき時間でしょう。違法行為ですね、これ。国の制度の悪用です。ですから、こんなことを東京都は許しちゃいけないので、ここの150時間までの利用というのは違法ですから、これは東京都、支給しなくていいですよね、こういうのは。だから、身体介護でやれと指示を出さないといけないんです。ですから、こういうふうな安い単価のものを違法に短時間で使うと、こういう悪質業者は徹底的に排除しないといけないということですね。これ行政がやっているわけですから、業者が悪いんじゃなくて、業者は単価が高いのをほしがっている。でも、こんな単価で身体介護を出してくるという東京都、国やっぱり市町村全部の責任ですよね。これをきちんと改正しないと、これは重大問題です。このデータはぜひとも国にも挙げて我々は追及したいと思います。

○松矢部会長　その点いかがでしょうか、事務局のほうで。
○古谷課長　こちらのほうは利用実績であって支給決定ではないので、支給時間とまた利用実績の乖離というのはあるというふうに思います。
○中西委員　それは利用時間であっては、個人の利用時間が１時間以内のものがあったということですか、実績として。だから例えば朝１時間の起こしというのを本来、身体介護でやるべきところを重度訪問介護の安い単価で行ってこいと言われているわけですよね。ですから、これがやはり今一番圧迫している原因ですよね。これはデータとして出てくるのはやっぱり個別の利用で、これだけの件数が出たと。市町村の偏りとかそういうものがわかれば示していただきたいように思いますけれども、できませんか。
○松矢部会長　難しいですか。でも、問題の指摘ということで。では、古谷事務局。
○古谷課長　資料の取扱いは注意していただきたいとは思うんですけれども、今の中西委員や市橋委員のご意見を踏まえて、ちょっと東京都としても分析をしてみたいというふうに思います。
○松矢部会長　お願いいたします。

　ほかにどうでしょうか。
○中西委員　この資料は出していい資料なんですか。
○市橋委員　出しちゃいけないとも言っていないような……
○古谷課長　東京都としても開示をしますので、ただ、区市町村別のデータについてはホームページ等でも開示する予定はございませんので、それだけご留意いただきまして、あとのものについてはホームページ等で資料も情報公開していきます。そういうふうに冒頭で申し上げたとおり、ちょっとお願いです。
○松矢部会長　各委員の解釈、それはこの資料は公開になっている資料においては、それぞれのそういう解釈が成り立つので、全体の前向きな審議、これからの課題ですので、そういうことで我々理解していきたいと思います。ありがとうございます。
　それでは、ほかにご意見、どうでしょうか。この後半、最後の部分ですね。大変重要な意見が出ておりますが。

○岩城委員　18ページ、それから28ページ、30ページ等に重症心身障害のデータ等が載っております。これは前回もちょっとお話し申し上げましたが、看護師の不足、それから職員の不足ということで重心施設から人が減っております。私たち東京都の守る会は会員の６割が在宅なんです。やはり重い子供たちを在宅で育てておりますと、どうしても短期入所等の施設利用が何より必要です。それで、１９年度は受け入れが断られたり、病棟が閉鎖になったり、大変厳しい状況になりました。東京都へもこの点だけは私たちも強く要望いたしまして、看護師、職員確保に頑張っていただいて、４月からその縮小しました病棟も復活するめども立ってまいりました。ただ、ここの18ページにありますように、表に施設名の横のところに短期入所が12施設、それでこれが200ベッドなんです、短期入所のためのベッドが200。それが本当に去年は半分以下になってしまったんです。それで、先ほど古谷さんのほうからもお話がありましたが、28ページの利用の実績等では、このあたりはそういうことも影響しているのではないかと思います。それで私どもは、このたび第五期に専門部会に出ることになりまして、会員の生活の実態調査に手をつけております。そのあたりでまた問題も出てくるのではないかと思います。それらの結果をこれからの施策の中に細かいところで生かしていただけたらと思っております。
○松矢部会長　ありがとうございます。
　ぜひそういった実態調査の各団体のがありましたら、この委員会の資料として挙げていただけると非常にありがたいと思います。
　山本委員、どうぞ。

○山本委員　今の重心の人たちの短期のところで、うちは入所更生施設ですので、重心の人たちの短期はまだやってはいないんですが、たまたま市単の事業の緊急一時保護事業の中で、私のところは看護師のいる時間帯、ちょっと夜もありますが、重心の人たちの受入れをしているんですね。ここのところ急に重心の人たちのご利用がすごくふえてきて、もともとはリピーターさんなのでうちには同じ人たちが何回も何回もおみえになっていて、やっとそこら辺のところの医療的なケアをしないということで受けてはいるんですが、ここのところ急にふえてきているんですね。それで、私たちも緊急一時保護事業の普通の知的と同じようなレベルで受けているものですから、これに対する問題もあるかなと思っているんですが、余りにもほかのところに行けない人たちがふえてきていて、これを見てちょっと驚いたんですが、これしかないんだなというふうに、これで私たちのところに来るはずだというふうに思っていて、さっき話が出た地域施設活用型で４カ所ふえると。私たちのところもそこに入れていただけるのかどうなのかよくわからないんですが、実際もう今やっていて、ただ、これを１回やろうと思ったら、うちは資格がないからできないというふうに言われてしまったんですけれども、多分そういうふうにしているところがとてもたくさんあるんじゃないかなと思うんですね。そこら辺のところがもう少し資料としてわかって、実態がわかってくればちょっと私たちももうちょっと勇気も出ますし、私たちだけがこうやって、やっているんじゃなくて、ほかのところでもやっているところがあるんだとか、やるためにはもう少し看護師の配置だとかできればうれしいんですけれども、ないままにやっていたりするものですから、少しこれちょっと実態をお聞かせ願いたいなと思います。
○松矢部会長　事務局のほうにも少し聞きますか。今の点、ご意見というか。では、お願いします。
○古谷課長　事実上受けていただいているという部分のデータというのは、なかなか事実上なだけに難しいということがございます。ただ、ちょっとどういう現状があるのかということが全体の統計データみたいなことではわからないとは思いますけれども、その辺何かお示しできるものがあるかどうかちょっと検討させていただきたいというふうに思います。
○新堂委員　もしやるのであれば、うちは小さい施設ですけれども、ほとんど毎日のように重心の人たちの日々支援事業と短期の特に今は春休みですから、毎日重心の人たちの車いすが２人、３人とおいでになっていて、そこら辺の小さいところではありますが、お示しすることはできるので、そういうできるところがあれば私、当事者協のほうでも集めますので、ぜひ集めて実態をやってほしいなというふうに思います。
○松矢部会長　ありがとうございました。ご意見として聞いていきたいと思います。そういうこれからもうどうしても地域密着型になってきますし、区市町村というのはベースですから、そういった地域資源をどう活用できるかというところは重要なポイントだと思いますので、ありがとうございます。

　それでは、中西委員、どうぞ。

○中西委員　きょうの話し合いの中でも今後に向けての提言、たくさん出たわけですけれども、やはりこのスケジュールではちょっとタイト過ぎると。もう一回例えば１回、２回、３回、就労まで来たところで、５月に２回やって起草委員が決まって文書を書き始める前に、我々のニーズというのをもう一度挙げる時間をいただきたいですね。ですから、５月に２回開催か、４月に詰めて５月に入れるか、本当は１回でもちょっとこの３時間ぐらいの時間じゃなく、朝から夜までびっちりやるとか、何か本格的な議論ができるようにしていただきたいと思います。夜11時ごろまでやっても大丈夫です。
○松矢部会長　ありがとうございます。その辺のところはまた事務局等において検討していただくことにしまして、私もこれだけたくさんの、しかも、この推進協議会のテーマというのが非常に包括的で障害者施策が全部入っているということを認識しておりますので、そのこなし方というのは大変難しいなというふうに実感しております。一応きょうは実態を見ながら基本的な意見をお伺いしたということで、一応第１回目を終わらせていただきまして、次にまた重点的な資料、補足資料をたくさん出していただくような形で進めていきたいと。
○市橋委員　いいですか。これで移っちゃったらまた違うことがあるので、僕は中西さんのように11時までとは言わないけれど、ちょっと課長が言われた、この議論について議論をしていただきたいということ、全然入っていないじゃないですか。例えばケアマネジメントのあり方とか。ちょっと今度は議題を提起していただいて意見交換をするようなこと。それから、僕もこれだけの資料をいただいたら、仲間とともにもう一回、分析をつくりたいと思いますので、そのペーパーなんかも採用しながら、ちょっと頭出しの議題をやっていただかないと、何となくきょうは数字を見て、感想を言って終わっちゃったけれども、それ以上無理ですからね、僕も、僕らも。そういうことではこの数字で今度は何を議論するのかということを、頭出しの、できたら頭の項目だけでもいいですから、事前に教えていただいたらありがたいと思います。

○松矢部会長　それでは、事務局のほうにお願いしますか。
○古谷課長　今の市橋委員や中西委員のご意見も踏まえながら、今後議論のポイントみたいなものもお示しさせていただきながら、３回目まではスケジュール的なものも一応今予定しておりますので、そういった進行を見ながら、また今後の進め方については検討させていただきたいというふうに思います。
○松矢部会長　そういうことで私のほうもぜひいろんなご意見を具体的にまとめられるような深め方をぜひ事務局のほうにも考えていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。
　時間がまいりましたので、本日の審議はここまでとさせていただきたいと思いますが、ここで部長から一言ございますので、よろしくお願いいたします。

○松浦部長　すみません、本日はいろいろ貴重な意見をいただきましてありがとうございました。私どもとしましては、きょう第１回ということでいろいろ集まったデータをお示しして、それをきっかけにいろんなご意見をお伺いしたいということでやらせていただきました。その中で、自立支援法につきましては、区市町村主義というところで、東京都につきましては、いろいろ区市町村と簡単に言うんですけれども、23区の中心部の千代田、中央、港区、それから多摩の地域でも八王子とやはり青梅市あたりはまた違うと。それで町村もあると、そういう中で、どの区市町村も同じようにやれというのは、私は障害者自立支援法の考えとは違うと思います。やっぱり地域特性に合った、地域のニーズに合ったものを区市町村がそれぞれニーズにこたえてやっていくと。そこら辺が地域生活支援事業ということになっておりまして、ですから、必須事業ということであれば、そのニーズがあればやっていただきたいと。ただ、そのやり方については、やっぱり各区市町村ごとの工夫があるでしょうと。それに対して、東京都が金太郎飴のようにこうやれ、こうやれというのは、私はちょっと違うのかなというふうに思っています。ただ、それに対する財政支援につきましては、東京都がきちんと４分の１負担しますし、それ以外のいろんなことにつきましても、今包括補助制度というのがありまして、100億積んでいます。この100億を使っていろいろ市単独、区単独で本当は補助がつかないものにつきましても、東京都が補助して、その分財政支援をして、そうするとほかにも使えるというようなこともやっているわけでございます。

　今回話がありまして、いろいろ例えば新体系移行のためにこういうこともやっているというような資料も次回東京都としてこんなことをやっていますと。例えばグループホームについての運営費補助をこれだけ上乗せしていますと。建設費につきましても、８分の７補助していますと、そういうような資料も出したいと思いますけれども、グループホームをなぜ設置促進に行かないのかということもありますけれども、やはりそういう財政支援はしているんですけれども、例えば例の姉歯の問題で家を建てるにしても建築確認がなかなかとれないで予定どおり建たないというような事情もありますし、例えば精神障害者のグループホームにつきましても、場所をつくって、そこに移っていただくというだけでは不十分で、やはりそこから通える医療機関がないとだめとか、そういういろんな条件がありますので、これだけのために進まないということじゃなくて、いろんな要素が複合的にあって、それを一つずつクリアしつつ、できるだけそのグループホームをつくっていこうという努力を私どもはしているわけでございます。
　そういう中で、国に対しても私どもは日々のパイプを持って要望していくとともにやっているわけですけれども、第二期の計画につきましては、夏ぐらいからつくっていかないと21年から23年の計画ということですので、ちょっと時期的な限界というか、時期が来てしまうというのはあります。今回その何回やるかというよりは、まずともかくご意見をいただいて、資料要求があってお出しして、それでまたご意見をいただいて、それを繰り返していって、それで論点整理もして、それでもやはり今足りないということであればまた回数をふやしますので、いろいろご意見というのはきょう中西委員からもペーパーでご意見をいただきましたけれども、こういうものは私どもとしては非常にありがたい話でございまして、もし言い足りなかったという部分があれば、また次回までに事務局にペーパーなどを出していただくと、本当に私どもとしてはありがたい話でございます。本当にいろいろ意見をお伺いしたいというところで、時間については申しわけないですけれども、やっぱり限りがあるんですけれども、そういう形等を組み込みながら運営させていただければありがたいというふうに思っております。
　本日はどうもありがとうございました。

○松矢部会長　ありがとうございました。

　今、部長がおっしゃったように、なるべく可能なデータを出していただくということと、それから各委員も事前に時間は限られていますので、一応事前にそういうご意見を拝見できれば非常に審議が深まりますので、また橋本委員も出されたように、当事者の方々はあらかじめそれを理解して臨みたいという気持ちが非常に強くあると思います。ですから、この当日出された資料をほとんどなかなか理解できないということがありますので、やはりそれぞれの障害特性に応じて、事前に準備が必要であるということを委員の皆様方もご理解の上で、ひとつ活発な意見と、その内容をうんと深めるという実質のところを詰めていきたいと思っておりますので、ひとつよろしくお願いいたします。どうもありがとうございます。
　それでは、次回以降のスケジュール等につきまして事務局のほうからお願いいたします。

○古谷課長　次回の専門部会は４月22日の火曜日、午後６時から本日と同じここＮ６会議室で開催をさせていただきたいと思います。また、その次の第３回専門部会は５月27日の火曜日、午後６時から開催させていただきます。また、今、部長の言葉にもございましたように、そこで審議の煮詰まり状況を見ながら、またご相談させていただきたいと思います。
　もう一度繰り返しますが、第２回は４月22日、第３回は５月27日ということで予定をしております。ご案内のほうはまた別途紙できちんとさせていただきますので、よろしくお願いいたします。

　本日はいろいろご意見をいただきまして、ありがとうございました。

午後８時０３分　閉会
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